
２０１５年度 第２四半期 

決算 
２０１５年１０月３０日 



１．決算概況 

 主要な財務数値、セグメント実績 等 

 オペレーションの状況 

２．業績予想の見直し 
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中期目標に向けて順調に回復 
 

 

 財務関連 

 

 
 

 オペレーション関連 

１９０万契約    

２,３７８万契約  

７２万契約 

上期 決算概況 

 営業収益 

 営業利益 

２２,１５０億円 

４,６２６億円 

 （前年同期比 ： ＋ １.９％） 

 （前年同期比 ： ＋１５.８％） 

： 

： 

 純増数    

 新料金プラン契約数＊         

 ドコモ光 契約数＊    

◆ 本資料における連結財務数値等は会計監査人による監査前のもの     

（前年同期比 ： １.６倍） 

（前年比    ： ２.５倍）  

： 

： 

： 

＊ ２０１５年９月末時点の契約数     

対前年同期 増収増益 

U.S. 
GAAP 
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主要な財務数値 

＊１ 各数値の算定については、当社ホームページ (www.nttdocomo.co.jp) 内の「株主・投資家情報」を参照 
＊２ フリー・キャッシュ・フロー算定にあたっては、期間３ヶ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減を除く 

２０１４年度 
上期 (１) 

２０１５年度 
上期 (２) 

増減 
(２) － (１) 

営業収益 ２１,７３０ ２２,１５０ ＋４２０ 

営業費用 １７,７３４ １７,５２４ －２１０ 

営業利益 ３,９９６ ４,６２６ ＋６３０ 

当社に帰属する当期純利益 ２,５９５ ３,１７１ ＋５７６ 

ＥＢＩＴＤＡマージン （％） ＊１ ３４.２ ３４.８ ＋０.６ 

設備投資
 

２,９２５ ２,１９５ －７３０ 

フリー・キャッシュ・フロー ＊１
 

＊２ １,４３５ ２,９８４ ＋１,５４９ 

（億円） 

U.S. 
GAAP 
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セグメント別 実績 U.S. 
GAAP 

通信事業 

スマートライフ 
事業 

その他の 
事業 

２０１４年度 
上期(１) 

２０１５年度 
上期(２) 

増減 
(２) － (１) 

１８,２６５ １８,０７０ －１９４ 

３,８４７ ４,２０２ ＋３５５ 

２,０８３ ２,４６３ ＋３８０ 

１３４ ３３４ ＋２０１ 

１,５２４ １,７３５ ＋２１１ 

１５ ９０ ＋７５ 

営業利益 

営業収益 

営業利益 

営業収益 

営業利益 

営業収益 

（億円） 

◆ ２０１４年度期末決算より、セグメントを見直し、従来のモバイル通信事業を通信事業に変更。この変更により、従来その他の事業に含まれていた一部の通信サービスを通信事業に組替え 
◆ ２０１５年７月１日付の組織変更に伴い、本決算より、従来の事業セグメントの区分上ではその他の事業に含まれていたＭ２Ｍ(Ｍａｃｈｉｎｅ-ｔｏ-Ｍａｃｈｉｎｅの略)サービスの一部を、スマートライフ事業へと変更 

ス
マ
ー
ト
ラ
イ
フ
領
域 

＜参考＞スマートライフ領域 
営業収益 ３,６０６ ４,１９８ ＋５９２ 

営業利益 １４９ ４２４ ＋２７５ 
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営業利益 

＊１ 月々サポート影響除く  ＊２ 端末機器原価、代理店手数料の合計   

U.S. 
GAAP 

機器販売 
費用の減＊２ 

－２８億円 

営業収益 
＋４２０億円 

営業費用 
－２１０億円 

３,９９６億円 

月々サポート  
影響       

－４６７億円 

その他の 
営業収入の増    
＋７８１億円 

機器販売 
収入の減      

－２５０億円 

通信サービス 
収入の増 ＊１ 

＋３５６億円 

４,６２６億円 
ネットワーク 

関連費用の減 
－１９３億円 

その他の 
営業費用の増 

＋１１億円 

端末機器販売収支  
－２２２億円 

１４年度 

上期 

１５年度 

上期 
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'１４上期 '１５上期 

列1 

オペレーションの状況 ① 

１１９ 

'１４上期 '１５上期 

（万契約） （万契約） 

'１４上期 '１５上期 

▲１８ 

純増数 ＭＮＰ 

改善が継続 

０.５８％ 

解約率 

◆ ２０１５年度 第１四半期より、解約率の算定方法を変更。本ページに掲載している解約率の算定方法については、 ２０１５年度 第１四半期決算の発表資料に掲載している「解約率」を参照 

１９０ 

▲４ 

０.５８％ 
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オペレーションの状況 ② 

販売数も順調に増加 

１,０９５ 

３６６ 

'１４上期 '１５上期 

（万台） 
総販売数 

総販売数 

新規販売数 

６７６ 

７２ 

'１４上期 '１５上期 

（万台） 
スマートフォン販売数 

スマートフォン販売数 

タブレット販売数 

１,２０４ 

７０７ 

１０２ 

５１５ 
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２,６３６ 

３,０７５ 

８７％ 

９５％ 

'１４.２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ '１５.１Ｑ ２Ｑ 

スマートフォン利用数 

（万契約） 
ＬＴＥ比率 

順調に拡大 

◆ グラフ内の数値は四半期末の数値。ＬＴＥ比率は、スマートフォンに占めるＬＴＥ契約者の比率 
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新料金プラン 

順調に進捗 

契約数 １０月７日に ２,４００万 契約突破
 

１ＧＢ追加率 １ＧＢの追加データ購入率は 約４割 に拡大  

アップセル Ｍパック以上 選択率 約８割 に拡大  

◆ Ｍパック以上選択率   ： 新料金プランデータパック及びシェアパック選択数に占めるデータＭパック・データＬパック及びシェアパックの選択率。数値は第２四半期の実績 
◆ １ＧＢ追加データ購入率  ： １ＧＢ追加データ購入回数 ÷ パケットパック数。数値は第２四半期の実績                                                  
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＊ 新規またはＭＮＰポートインが対象 
◆ アップセル比率、新規獲得率、シェアパック選択率は、第２四半期の実績。累計申込数は、サービス開始から２０１５年１０月２０日までの累計値 

ドコモ光 

累計申込数 ９０万件を突破 

アップセル 

新規獲得 

ドコモ光の ５割超 がシェアパックを選択 

ドコモ光の ２割超 が上位プランへ移行 

ドコモ光の ４割超 がモバイル新規契約 

家族利用促進 

（「光★スマホ割
＊
」 適用数） 
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１,３４０ １,２９０ １,２６０ １,２１０ １,１２０ １,２４０ 

２,８７０ ２,８２０ ２,７８０ ２,８２０ ２,８７０ ２,９１０ 

２０ ４０ 

４,２１０ 
４,１１０ ４,０４０ ４,０３０ ４,０１０ ４,１９０ 

 '１４.１Ｑ  ２Ｑ  ３Ｑ  ４Ｑ  '１５.１Ｑ  ２Ｑ 

音声ＡＲＰＵ パケットＡＲＰＵ ドコモ光ＡＲＰＵ 

新ＡＲＰＵ・ＭＯＵ        

回復傾向が継続 
（円） 

◆ 新ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義については、本資料の「新ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法」を参照 

新ＭＯＵ 
（分） 

１１１ １２１ １２８ １２６ １２９ １３４ 
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１,５４０ １,２９０ １,２４０ 

２,９００ 
２,８２０ ２,９１０ 

４,４４０ 
４,１１０ ４,１９０ 

 '１３.２Ｑ  '１４.２Ｑ  '１５.２Ｑ 

音声ＡＲＰＵ パケットＡＲＰＵ ドコモ光ＡＲＰＵ 

新ＡＲＰＵ         

（円） 

◆ 新ＡＲＰＵの定義については、本資料の「新ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法」を参照 

回復に向け進捗 

４０ 
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スマートライフ領域 営業利益 

'１４上期 '１５上期 

好調に推移 

（億円） 

約３倍 

１４９ 

４２４ 

コンテンツサービス  （ｄマーケット 等） 

金融・決済サービス （クレジット 等） 

グループ会社     （               等）    

上期営業利益を牽引している主なサービス等 

１５年度 
今回予想 

７００億円 

オークローン 
マーケティング 
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'１４.２Ｑ  ３Ｑ  ４Ｑ '１５.１Ｑ  ２Ｑ 

ｄマーケット 契約数 

成長が継続 

４７６万契約 ２１３万契約 

３３７万契約 

６１万契約 ２５１万契約 

契約数 （９月末時点） 

◆ 本ページに記載しているｄマーケットは月額課金サービスのみ。グラフ内の数値は四半期末の数値 

（万契約） 

７８０ 

５７万契約 

１,３９５ 
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'１４.２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ '１５.１Ｑ ２Ｑ 

ｄマーケット １人あたり利用料 

◆ 四半期ごとのｄマーケット１人あたり利用料は、四半期合計のｄマーケット取扱高を、四半期各月のユニークユーザ数を合計した数値で除した数値。金額は税抜 

（円） 

約３割増 

着実に成長 

１,３００ 

９９０ 
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１４年度末 １５年度 

上期末 

１５年度末 

（目標） 

ＬＴＥ ネットワーク 

７,７００局 

９００局 

国内最速 

２０１５年１０月から 

３００Ｍｂｐｓサービス開始 

（全国４１０都市） 

 

 

 

２０１５年度上期  
 

全国６４０都市に７,７００局を重点展開 
  

２６２.５Ｍｂｐｓサービス開始 

◆本ページに記載している通信速度は、受信時最大の数値。 技術規格上の最大値で、通信環境等により変化。２６２.５Ｍｂｐｓサービスは、東名阪に限る。国内最速は、２０１５年１０月２９日現在。 

東名阪のドコモラウンジ等で 
３３７.５Ｍｂｐｓを提供 

１３０,０００局 

１１５,４００局 
ＬＴＥ基地局 
９７,４００局 

ＰＲＥＭＩＵＭ ４Ｇ 
対応基地局 
１８,０００局 
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お客様満足度 

携帯電話サービス 満足度Ｎｏ.１ 

◆ Ｊ.Ｄ. パワー ”携帯電話サービス顧客満足度 Ｎｏ.１” 
   Ｊ.Ｄ. パワー アジア・パシフィック ２０１５年日本携帯電話サービス顧客満足度調査ＳＭ＊ 
   「通信品質・エリア」「提供サービス」「各種費用」「電話機」「アフターサポート」「電話機購入経験」の６つのファクターによる総合評価。 
  ＊２０１５年７月、日本国内在住の携帯電話利用者 計３１,２００名からの回答による。japan.jdpower.com 
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'１５上期 

１５年度                   

今回予想 

コスト効率化 

（億円） 

順調に進捗 

▲１,３００ 

 

取り組み分野 

 【ネットワーク】 
  設備投資、保守委託費等 

 【マーケティング】 
  販売ツール、請求書費用等 

 【その他】 
  研究開発、情報システム等 

１Ｑ実績 
▲６２０ 

２Ｑ実績 
▲６８０ 

▲２,２００ 

▲１００ 追加 

当初予想 
▲２,１００ 
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 中期目標に向けて順調に回復。対前年同期 増収増益 

 スマートライフ領域の利益成長は好調に推移 

 コスト効率化は前倒しで順調に進捗 

 純増等のオペレーション数値は改善が継続 

 新料金プランとドコモ光の効果により、通信事業の回復が継続 

 ＰＲＥＭＩＵＭ ４Ｇの重点展開により、ＬＴＥエリアの快適さが更に向上 

 Ｊ.Ｄ.パワーの調査にて、お客様満足度 Ｎｏ.１を受賞 

上期決算 まとめ 



１．決算概況 

 主要な財務数値、セグメント実績 等 

 オペレーションの状況 

２．業績予想の見直し 
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２０１５年度 業績予想の見直し 

＊１ 各数値の算定については、当社ホームページ (www.nttdocomo.co.jp) 内の「株主・投資家情報」を参照 
＊２ フリー・キャッシュ・フロー算定にあたっては、期間３ヶ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減を除く 

２０１５年度 
当初予想 (１) 

２０１５年度 
今回予想 (２) 

増減 
(２) － (１) 

営業利益 ６,８００ ７,１００ ＋３００ 

当社に帰属する当期純利益 ４,７００ ４,９００ ＋２００ 

設備投資 ６,３００ ６,０００ －３００ 

フリー・キャッシュ・フロー ＊１
 

＊２ ４,０００ ４,８００ ＋８００ 

（億円） 

U.S. 
GAAP 
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Appendices 
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区分  
２０１５年度 
今回予想 

２０１７年度 
目標 

営業利益 ７,１００億円 
８,２００億円以上 

 

（２０１３年度実績 ８,１９２億円） 

再)スマートライフ領域 ７００億円 １,０００億円以上 

  コスト効率化 ▲３,４００億円 
＊ ▲４,０００億円以上 

  設備投資額 ６,０００億円 
 ２０１５年度～２０１７年度 

  ６,５００億円以下 

  株主還元 ５円増配の７０円 
 増配と自己株式取得 

による強化 

＊ ２０１４年度 １,２００億円、２０１５年度 ２,２００億円の合計 

（２０１３年度比） 

利益回復に向けた中期目標 
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セグメントに含まれるサービス等 

通信事業 

スマートライフ事業 

その他の事業 

等 

  

・ケータイ補償サービス ・システム開発・販売・保守受託 等 

・ＬＴＥ （Ｘｉ） サービス 
・ＦＯＭＡサービス 

モバイル通信サービス収入 

・国際サービス 
 

・端末機器販売 

・動画配信サービス 
・音楽配信サービス 
・電子書籍サービス  等 

コンテンツサービス （ｄマーケット等） 

・クレジットサービス 
・料金収納代行  等 

金融・決済サービス 

・通信販売 
・音楽ソフト販売 
・食品宅配    等 

ショッピングサービス 

・料理教室 
・健康管理 
・メディカルデータベース  等 

生活関連サービス 

・光通信サービス 

光通信サービス及びその他の通信サービス収入 

・衛星電話サービス 等 ・海外ケーブルテレビサービス 
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１４年度 

上期 

１５年度 

上期 

１５年度 

今回予想 

１５年度 

当初予想 

通信サービス 13,934 13,823 27,860 27,550

端末機器販売 4,419 4,168 8,560 9,290

その他の営業収入        3,377 4,158 8,480 8,260

営業収益の推移 

◆ 「国際サービス収入」 は 「通信サービス」 に含む 
◆ ２０１４年度期末決算より、従来その他の営業収入に含めていた通信サービス収入を光通信サービス及びその他の通信サービス収入に計上。 

U.S. 
GAAP 

（単位：億円） 

２１,７３０ ２２,１５０ 

４５,１００ ４４,９００ 
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１４年度 

上期 

１５年度 

上期 

１５年度 

今回予想 

１５年度 

当初予想 

人件費 1,414 1,443 2,890 2,960

経費 11,400 11,353 24,850 25,090

減価償却費 3,234 2,971 6,220 6,250

固定資産除却費 336 225 580 670

通信設備使用料 1,148 1,329 2,860 2,930

租税公課 202 202 400 400

（再掲） 収益連動経費 ＊ 5,862 5,777 12,430 12,720

（再掲） その他経費 5,538 5,577 12,420 12,370

営業費用の推移 

＊収益連動経費＝端末機器原価＋代理店手数料＋ロイヤリティプログラム経費 

１７,７３４ 

３８,３００ 

（単位：億円） 

U.S. 
GAAP 

１７,５２４ 

３７,８００ 
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１４年度 

上期 

１５年度 

上期 

１５年度 

今回予想 

１５年度 

当初予想 

通信事業 （ＬＴＥ （Ｘｉ）） 1,859 1,369 3,530 3,660

通信事業 （ＦＯＭＡ）     9 2 0 0

通信事業 （その他） 961 731 2,190 2,350

スマートライフ事業 57 61 180 180

その他 39 32 100 110

設備投資の推移 

２,９２５ 

２,１９５ 

６,３００ 

U.S. 
GAAP 

（単位：億円） 

◆ ２０１４年度期末決算より、セグメントを見直し、従来のモバイル通信事業を通信事業に変更。 

６,０００ 
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主要なオペレーション数値 ・ 財務指標 

◆ＲＯＥの計算に使用している株主資本は前期末と当期末の平均値。 
◆契約数については、各期末の数値 

増減 ２０１５年度
(２) － (１) 当初予想

契約数 （千契約） ６４,２９５ ６８,４９４ ＋４,１９９ ７０,４００ ６９,９００

３８,０８０ ３３,９８９ ▲４,０９０ ３２,６００ ３２,９００

２６,２１５ ３４,５０４ ＋８,２８９ ３７,８００ ３７,０００

２４,３２０ ２０,５８１ ▲３,７３８ １９,３００ １９,１００

２５,７４２ ３０,２０９ ＋４,４６８ ３２,０００ ３１,９００

３,４６５ ４,４６５ ＋１,０００ - -

純増数（千契約） １,１９０ １,８９８ ＋７０８ ３,８００ ３,３００

１０,９４８ １２,０４１ ＋１,０９３ ２５,７００ ２４,１００

７,７７９ ９,３３３ ＋１,５５４ - -

３,１６９ ２,７０９ ▲４６０ - -

６,７５７ ７,０７３ ＋３１６ １４,９００ １５,８００

ＲＯＥ （％）　　※当社に帰属する当期純利益÷株主資本＊ ４.７ ５.８ ＋１.１ ８.９ ８.６

株主資本比率 （％）　※株主資本÷総資産 ７７.３ ７６.７ ▲０.６ ７６.４ ７７.２

Ｄ／Ｅ レシオ （倍）　　※有利子負債÷株主資本 ０.０４２ ０.０４０ ▲０.００２ ０.０４０ ０.０４０

ＥＰＳ （円）　※1株当り当社に帰属する当期純利益 ６２.６１ ８１.７０ １９.０９ １２６.２４ １２１.０９

２０１５年度
今回予想

ＬＴＥ（Ｘｉ）

販売数 （千台）　※端末持込分含む

２０１４年度
上期 (１)

２０１５年度
上期 (２)

財
務
指
標

携
帯
電
話

 （再） 通信モジュールサービス

 （再） ｓｐモード

 （再） ＦＯＭＡ

 （再） ＬＴＥ　（Ｘｉ）

 （再） ｉモード

ＦＯＭＡ

スマートフォン販売数（千台）
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  ※従来ＡＲＰＵの分母から、データプランを除外した数値
＊

 

音声 
収入 

パケット 
収入 

「ドコモ光」 
収入 

＋ 

 

 

 

 

 

 

 

  

  ※モジュール・ＭＶＮＯ等を除外した数値 

音声 
収入 

新ＡＲＰＵの考え方 

＊ データプラン単独契約は除外しない 
◆モジュール・ＭＶＮＯ等の収入は、ＡＲＰＵ対象収入（分子）からは除外。新ＡＲＰＵの定義については、本資料の「新ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法」を参照     

  

新ＡＲＰＵの変更点 

 「ドコモ光」の開始 

セグメント開示の導入等 

タブレット等 複数契約拡大 

光通信サービス収入を分子に追加 

スマートＡＲＰＵ対象収入を分子から除外 

データプランを分母から除外＊ 

従来のＡＲＰＵ 新ＡＲＰＵ 

パケット 
収入 

スマートＡＲＰＵ 
対象収入 

契約数（※） 

＋ ＋ 

利用者数（※） 

＋ 

データＡＲＰＵ対象収入 
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１,３４０ １,２９０ １,２６０ １,２１０ １,１２０ １,２４０ １,２１０ 

２,８７０ ２,８２０ ２,７８０ ２,８２０ ２,８７０ 
２,９１０ ２,８９０ 

２０ 
４０ ６０ 

４,２１０ ４,１１０ ４,０４０ ４,０３０ ４,０１０ 
４,１９０ ４,１６０ 

１４年度 

１Ｑ  

２Ｑ  ３Ｑ  ４Ｑ １５年度 

 １Ｑ 

 ２Ｑ １５年度 

今回予想 

音声ＡＲＰＵ パケットＡＲＰＵ ドコモ光ＡＲＰＵ 

新ＡＲＰＵ ・ ＭＯＵ 
（単位：円） 

新ＭＯＵ 
（分） 

１１１ １２１ １２８ １２６ １２９ 

◆ ２０１５年度 第１四半期より、ＡＲＰＵ及びＭＯＵの算定方法を変更。それに伴い、２０１４年度１Ｑ以降のＡＲＰＵ及びＭＯＵ実績数値も遡及的に変更  
◆ 新ＡＲＰＵ及びＭＯＵの定義については、本資料の「新ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法について」を参照 

１３４ 
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１,４９０ １,２８０ １,２１０ 

２,８８０ 
２,８２０ ２,８９０ 

６０ 

４,３７０ 
４,１００ ４,１６０ 

１３年度 １４年度 １５年度 

今回予想 

音声ＡＲＰＵ パケットＡＲＰＵ ドコモ光ＡＲＰＵ 

新ＡＲＰＵ ・ ＭＯＵ 
（単位：円） 

新ＭＯＵ 
（分） 

１１６ １２２ 

◆ ２０１５年度 第１四半期より、ＡＲＰＵ及びＭＯＵの算定方法を変更。それに伴い、２０１４年度１Ｑ以降のＡＲＰＵ及びＭＯＵ実績数値も遡及的に変更  
◆ 新ＡＲＰＵ及びＭＯＵの定義については、本資料の「新ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法について」を参照 
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１,８５０ １,８４０ １,８５０ １,８６０ １,８３０ １,９９０ １,９５０ 

３,２７０ ３,２００ ３,１４０ ３,１６０ ３,２１０ 
３,２５０ ３,２４０ 

２０ 
４０ ７０ 

５,１２０ ５,０４０ ４,９９０ ５,０２０ 
５,０６０ 

５,２８０ ５,２６０ 

１４年度 

１Ｑ 

２Ｑ  ３Ｑ  ４Ｑ １５年度  

１Ｑ 

 ２Ｑ １５年度 

今回予想 

音声ＡＲＰＵ パケットＡＲＰＵ ドコモ光ＡＲＰＵ 

新ＡＲＰＵ （割引適用額除き） 

※ （）内の数値は割引適用額 

（単位：円） 

（９１０） （９３０） （９５０） （９９０） 
（１,０５０） 

◆ ２０１５年度 第１四半期より、ＡＲＰＵ及びＭＯＵの算定方法を変更。それに伴い、２０１４年度１Ｑ以降のＡＲＰＵ及びＭＯＵ実績数値も遡及的に変更  
◆ 新ＡＲＰＵの定義については、本資料の「新ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法について」を参照 

（１,０９０） （１,１００） 
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１,２５０ １,１９０ １,１６０ １,１２０ １,０２０ １,１３０ １,０９０ 

２,６７０ ２,６２０ ２,５６０ ２,５８０ ２,６１０ ２,６３０ ２,６１０ 

５３０ ５６０ ６２０ ６４０ ６６０ 
６９０ ７００ 

４,４５０ ４,３７０ ４,３４０ ４,３４０ ４,２９０ 
４,４５０ ４,４００ 

１４年度 

１Ｑ  

２Ｑ  ３Ｑ  ４Ｑ １５年度 

 １Ｑ 

 ２Ｑ １５年度 

今回予想 

音声ＡＲＰＵ パケットＡＲＰＵ スマートＡＲＰＵ 

ＡＲＰＵ ・ ＭＯＵ 
（単位：円） 

ＭＯＵ 
（分） 

１０３ １１２ １１８ １１５ １１７ 

◆ 本ページに掲載しているＡＲＰＵ及びＭＯＵの定義については、２０１４年度 第４四半期決算の発表資料に掲載している「ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法」を参照 

１２１ 
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１,７３０ １,７００ １,７１０ １,７１０ １,６７０ １,８００ １,７７０ 

３,０４０ ２,９７０ ２,８９０ ２,８９０ ２,９２０ 
２,９４０ ２,９２０ 

５３０ ５６０ ６２０ ６４０ ６６０ 
６９０ ７００ 

５,３００ ５,２３０ ５,２２０ ５,２４０ ５,２５０ 
５,４３０ 

５,３９０ 

１４年度 

１Ｑ 

 ２Ｑ  ３Ｑ  ４Ｑ １５年度  

１Ｑ 

２Ｑ １５年度 

今回予想 

音声ＡＲＰＵ パケットＡＲＰＵ スマートＡＲＰＵ 

ＡＲＰＵ （割引適用額除き） 

◆ スマートＡＲＰＵへは、割引影響はありません。 
◆ 本ページに掲載しているＡＲＰＵ及びＭＯＵの定義については、２０１４年度 第４四半期決算の発表資料に掲載している「ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法」を参照 

※ （）内の数値は割引適用額 

（単位：円） 

（８５０） （８６０） （８８０） （９００） （９６０） 
（９８０） （９９０） 
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新ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法 
① 新ARPU・MOUの定義 
a. 新ARPU（Average monthly Revenue Per Unit）：1利用者当たり月間平均収入 

1利用者当たり月間平均収入(ARPU)は、1利用者当たりの各サービスにおける平均的な月間営業収益を計るために用います。ARPUは通

信サービス収入（一部除く）を、当該期間の稼動利用者数で割って算出されています。こうして得られたARPUは1利用者当たりの各月の平均

的な利用状況及び当社による料金設定変更の影響を分析する上で有用な情報を提供するものであると考えています。なお、ARPUの分子に

含まれる収入は米国会計基準により算定しています。 
 
b. MOU（Minutes of Use）：1利用者当たり月間平均通話時間 
 
② 新ARPUの算定式 
    総合ARPU：音声ARPU＋パケットARPU＋ドコモ光ARPU 

・音声ARPU：音声ARPU関連収入(基本使用料、通話料)÷稼動利用者数 
・パケットARPU：パケットARPU関連収入(月額定額料、通信料)÷稼動利用者数 
・ドコモ光ARPU：ドコモ光ARPU関連収入(基本使用料、通話料)÷稼動利用者数 

 
   なお、パケットARPUとドコモ光ARPUの合算値をデータARPUと称します。 
 
 
③ 稼動利用者数の算出方法 
    当該期間の各月稼動利用者数((前月末利用者数＋当月末利用者数)÷2)の合計 

 
    （注） 利用者数は、以下のとおり、契約の数を基本としつつ、一定の契約の数を除外して算定しています。 
       利用者数 ＝ 契約数 

       －通信モジュールサービス、「電話番号保管」、「メールアドレス保管」、「ドコモビジネストランシーバー」並びに仮想移動体

通信事業者（MVNO）へ提供する卸電気通信役務及び事業者間接続に係る契約数 
                           －Xi契約及びFOMA契約と同一名義のデータプラン契約数 
 

なお、通信モジュールサービス、「電話番号保管」、「メールアドレス保管」、「ドコモビジネストランシーバー」並びに仮想移動体通信事業者

（MVNO）へ提供する卸電気通信役務及び事業者間接続に係る収入は、ARPUの算定上、収入に含めていません。 
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本資料に記載されている、将来に関する記述を含む歴史的事実以外のすべての記述は、当社グループが現在入手している情報に基づく、現時点における予測、期待、想定、

計画、認識、評価等を基礎として記載されているに過ぎません。また、予想数値を算定するためには、過去に確定し正確に認識された事実以外に、予想を行うために不可欠と

なる一定の前提(仮定)を用いています。これらの記述ないし事実または前提(仮定)は、客観的には不正確であったり将来実現しない可能性があります。その原因となる潜在

的リスクや不確定要因としては以下の事項があり、これらはいずれも当社グループの事業、業績または財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。また、潜在的リスクや不

確定要因はこれらに限られるものではありませんのでご留意ください。  

 

1.   携帯電話の番号ポータビリティ、訴求力のある端末の展開、新規事業者の参入、他の事業者間の統合など、通信業界における他の事業者等及び他の技術等との競

争の激化や競争レイヤーの広がりをはじめとする市場環境の変化に関連して、当社グループが獲得・維持できる契約数が抑制されたり、当社グループの想定以上に

ARPUの水準が逓減し続けたり、コストが増大したり、想定していたコスト効率化ができない可能性があること 

2.   当社グループが提供している、あるいは新たに導入・提案するサービス・利用形態・販売方式が十分に展開できない場合や想定以上に費用が発生してしまう場合、当

社グループの財務に影響を与えたり、成長が制約される可能性があること 

3.   種々の国内外の法令・規制・制度等の導入や変更または当社グループへの適用等により、当社グループの事業運営に制約が課されるなど悪影響が発生し得ること 

4.   当社グループが使用可能な周波数及び設備に対する制約に関連して、サービスの質の維持・増進や、顧客満足の継続的獲得・維持に悪影響が発生したり、コストが増

加する可能性があること 

5.      当社グループが採用する移動通信システムに関する技術や周波数帯域と互換性のある技術や周波数帯域を他の移動通信事業者が採用し続ける保証がなく、当社グ

ループの国際サービスを十分に提供できない可能性があること 

6.      当社グループの国内外の投資、提携及び協力関係や、新たな事業領域への出資等が適正な収益や機会をもたらす保証がないこと 

7.      当社グループや他の事業者等の商品やサービスの不具合、欠陥、不完全性等に起因して問題が発生し得ること 

8.      当社グループの提供する商品・サービスの不適切な使用等により、当社グループの信頼性・企業イメージに悪影響を与える社会的問題が発生し得ること 

9.      当社グループまたは業務委託先等における個人情報を含む業務上の機密情報の不適切な取り扱い等により、当社グループの信頼性・企業イメージの低下等が発生し

得ること 

10.    当社グループ等が事業遂行上必要とする知的財産権等の権利につき当該権利の保有者よりライセンス等を受けられず、その結果、特定の技術、商品またはサービス

の提供ができなくなったり、当社グループが他者の知的財産権等の権利の侵害を理由に損害賠償責任等を負う可能性があること、また、当社グループが保有する知的

財産権等の権利が不正に使用され、本来得られるライセンス収入が減少したり、競争上の優位性をもたらすことができない可能性があること 

11.    自然災害、電力不足等の社会インフラの麻痺、有害物質の拡散、テロ等の災害・事象・事件、及び機器の不具合等やソフトウェアのバグ、ウイルス、ハッキング、不正

なアクセス、サイバーアタック、機器の設定誤り等の人為的な要因により、当社グループのサービス提供に必要なネットワークや販売網等の事業への障害が発生し、当

社グループの信頼性・企業イメージが低下したり、収入が減少したり、コストが増大する可能性があること 

12.    無線通信による健康への悪影響に対する懸念が広まることがあり得ること 

13.    当社の親会社である日本電信電話株式会社が、当社の他の株主の利益に反する影響力を行使することがあり得ること 

 

本資料に記載されている会社名、製品名などは該当する各社の商標又は登録商標です。 

予想の前提条件その他の関連する事項 
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